
平成 23 年における入管法違反事件について 

 

  平成 23 年中に出入国管理及び難民認定法違反により退去強制手続を執った外国人 

は，2万 659 人で，その国籍は 116か国（地域）です。 

  そのうち不法就労事実が認められた者は，1万 3，913人です。 

 

1 平成 23年中に出入国管理及び難民認定法違反により退去強制手続を執った外国人は，2

万 659人です（前年比 3，554人減。）。 

2 全国で実施した摘発の箇所数は，7，377か所です（前年比 2，142か所減。）。 

3 退去強制手続を執った外国人のうち，不法残留者は 1万 5，925人，不法入国者は 2，862

人です。また，不法入国者のうち，航空機を利用して入国した者が 2，105人，船舶を利

用して入国した者が 757人です。 

4 出国命令制度の対象となった不法残留者は 4，501人です。 

5 退去強制手続を執った外国人の国籍は 116か国（地域）であり，9年続けて中国（台湾，

香港・その他を除く。）が最も多く，6，350人で全体の 30．7パーセントを占めていま

す。 

6 退去強制手続を執った外国人のうち，不法就労事実が認められた者は 1万 3，913人で，

全体の 67．3パーセントを占めています。 

  不法就労の稼働場所別では，関東地区が 9，468人で，不法就労事実が認められた者全

体に占める割合は 68．1パーセント，次いで，中部地区が 2，737人で，同 19．7パーセ

ントです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 



平成２３年における入管法違反事件について

１ 入管法違反事件

（１）概況〔別表１〕

平成２３年中に，全国の地方入国管理官署が出入国管理及び難民認定法（以下「入

管法」という。）違反により退去強制手続（出国命令手続を含む。以下同じ。）を執っ

た外国人は，２万６５９人で，平成２２年と比較して３，５５４人の減少となった。

違反事由別 入管法違反事件の推移
年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

違反事由

総 数 ３２，６６１ ２４，２１３ ２０，６５９

不 法 入 国 ５，３７３ ３，８６７ ２，８６２

不 法 上 陸 １８６ １３４ １６４

資 格 外 活 動 ８１０ ７５１ ５４２

不 法 残 留 ２５，５０３ １８，５７８ １５，９２５

（うち出国命令） （８，９５８） （５，１８１） （４，５０１）

そ の 他 ７８９ ８８３ １，１６６

（２）摘発箇所
全国の地方入国管理官署が実施した摘発の箇所数は，７，３７７か所で，平成２２

年と比較して２，１４２か所の減であった。
摘発箇所数の推移

年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

摘発先別

総 数 ９，６６４ ９，５１９ ７，３７７

稼 働 先 ３，４１８ ３，３４６ ２，１５５

居 宅 ５，１４３ ５，０８５ ４，２１３

その他（路上等） １，１０３ １，０８８ １，００９

（３）入管法違反者の特徴〔別表１,２,３,４〕

ア 不法入国者

不法入国者は２，８６２人で，平成２２年と比較して１，００５人の減少となっ

た。そのうち，航空機を利用した不法入国者は２，１０５人で，平成２２年と比較

して７４４人の減少，船舶を利用した不法入国者は７５７人で，平成２２年と比較

して２６１人の減少となった。

不法入国事件の推移
年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

利用交通手段

総 数 ５，３７３ ３，８６７ ２，８６２

航 空 機 利 用 ３，８８０ ２，８４９ ２，１０５

船 舶 利 用 １，４９３ １，０１８ ７５７



イ 不法残留者

不法残留者は，１万５，９２５人と前年を２，６５３人下回ったが，入管法違反

者全体に占める割合は，７７．１パーセントであり，依然として高い割合を占めて

いる。

このうち，出国命令制度の対象となった不法残留者は４，５０１人と，不法残留

者全体の２８．３パーセントであった。

ウ 国籍（地域）別

退去強制手続を執った外国人の国籍は１１６か国（地域）となり，国籍（地域）

別では，９年連続して中国（台湾，香港・その他を除く。以下同じ。）が最も多く，

６，３５０人で，入管法違反者全体の３０．７パーセントを占めた。

国籍別では，中国に次いでフィリピン，韓国，タイ，ブラジルの順となっており，

これら５か国で全体の７３．８パーセントを占めている。

国籍（地域）別 入管法違反事件の推移

年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

国籍（地域）別

総 数 ３２，６６１ ２４，２１３ ２０，６５９

(１９，５５９) (１３，６９８) (１１，１９３)

中 国 ９，５２２ ７，２９４ ６，３５０

中 (６，０４１) (４，５０８) (３，６５０)

台 湾 ２２１ １９５ ２１０

(５５) (４９) (６４)

国 香港・その他 ２５ １６ ２３

(８) (７) (１３)

フ ィ リ ピ ン ６，３７０ ５，０５８ ４，３４６

(２，７８５) (１，９７７) (１，６０６)

韓 国 ３，９３４ ３，２１５ ２，６２５

(１，５４０) (１，２１８) (９３３)

タ イ １，８３２ １，４７５ １，１０８

(９４４) (７５５) (５６１)

ブ ラ ジ ル ５３６ ５８１ ８２５

(４１３) (４０２) (５５０)

ベ ト ナ ム １，３７３ ８８７ ７１７

(８７７) (５７４) (４３１)

ペ ル ー １，２１６ ７４２ ５９７

(７９２) (４４０) (３７３)

ス リ ラ ン カ １，１７１ ６２４ ４４９

(１，０３４) (５５５) (３９７)

インドネシア １，６３２ ７３５ ４４９

(１，２６９) (５４６) (３５６)

ア メ リ カ １２４ １７６ ２５８

(９８) (１２５) (１７５)

そ の 他 ４，７０５ ３，２１５ ２，７０２

(３，７０３) (２，５４２) (２，０８４)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍（地域）別順位は，平成２３年のものである。



２ 不法就労事件

（１）概況

退去強制手続を執った外国人のうち，不法就労事実が認められた者は１万３，９１

３人で，入管法違反者全体に占める割合は６７．３パーセントと依然として高い割合

を占めている。

国籍（地域）別 不法就労事件の推移
年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

国籍（地域）別

総 数 ２６，５４５ １８，４９０ １３，９１３

(１６，５２２) (１０，９４３) (７，９５４)

中 国 ８，２０５ ６，０３９ ４，８７６

中 (５，３４３) (３，８８７) (２，９６８)

台 湾 １２６ １０５ ９３

(３１) (２０) (３１)

国 香港・その他 １７ ３ １２

(３) (０) (７)

フ ィ リ ピ ン ４，８４５ ３，５７３ ２，６３２

(２，２５０) (１，４９１) (１，０５２)

韓 国 ３，２４１ ２，５９０ １，９１８

(１，３０６) (９８５) (６７０)

タ イ １，５１２ １，１７１ ８４３

(８２２) (６４５) (４５６)

ベ ト ナ ム １，１５２ ７２２ ５２１

(７４１) (４８３) (３２３)

インドネシア １，５５７ ６７５ ３９７

(１，２３０) (５１８) (３３３)

ス リ ラ ン カ １，０４２ ５５４ ３６５

(９４６) (５０７) (３３５)

ペ ル ー ９３２ ４８７ ３２４

(６５２) (３１１) (２１８)

モ ン ゴ ル ３０４ ２３１ ２０１

(１７５) (１３２) (１１１)

ブ ラ ジ ル １９８ １６５ １８３

(１５８) (１２５) (１４９)

そ の 他 ３，４１４ ２，１７５ １，５４８

(２，８６５) (１，８３９) (１，３０１)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍（地域）別順位は，平成２３年のものである。

（２）不法就労者の特徴

ア 国籍（地域）

不法就労者の国籍は，近隣アジア諸国を中心に８０か国（地域）に上った。

国籍別では，中国が４，８７６人で全体の３５．０パーセントと最も多く，以下，

フィリピン，韓国，タイ，ベトナムの順となっており，これら５か国で全体の７７．

６パーセントを占めた。



イ 性別・年齢〔別表５，６〕

不法就労者の男女別は，男性が７，９５４人で不法就労者全体の５７．２パー

セント，女性が５，９５９人で同４２．８パーセントとなっており，その差は１

４．４ポイントとなっている。

年齢別で見ると，３０歳代が４，８０３人で全体の３４．５パーセントと最も

多く，以下２０歳代が３，６７５人で同２６．４パーセント，４０歳代が３，４

９７人で同２５．１パーセントを占めている。

ウ 就労期間〔別表７，８〕

就労期間別で見ると，５年を超える者が５，４９０人で，不法就労者全体に占め

る割合が３９．５パーセントと最も多くなっており，平成２２年（３８．５パーセ

ント）に比べて増加し，就労期間１年以下の者は２，８１６人で，全体の２０．２

パーセントとなり，平成２２年（１７．５パーセント）に比べて増加している。

エ 稼働場所（都道府県）〔別表９〕

稼働場所（都道府県）別では，東京都の２，７６３人を最多に，関東地区１都６

県（東京都，千葉県，神奈川県，茨城県，埼玉県，群馬県及び栃木県）で９，４６

８人となり，同地区が不法就労者全体の６８．１パーセントを占めている。

また，中部地区９県（愛知県，静岡県，長野県，岐阜県，山梨県，新潟県，福井

県，石川県及び富山県）が２，７３７人となり，不法就労者全体の１９．７パーセ

ントを占めている。

関東地区及び中部地区で不法就労者全体の８７．７パーセントを占める一方，全

国４７の都道府県で不法就労者の稼働が確認されている。

オ 就労内容〔別表１０〕

就労内容別では，男性は「工員」が１，８６９人で最も多く，以下，「建設作業

者」１，７５０人，「その他の労務作業者」１，１７３人の順となっている。女性

はスナック等で働く「ホステス等接客」が１，８９１人で最も多く，以下，「工員」

９４０人，「ウェイトレス等給仕」６９２人の順となっている。

カ 報酬（日額）〔別表１１，１２〕

報酬日額（月給，時給等については日額に換算したもの。）別では，「５千円を超

え７千円以下」が５，４０１人と最も多く，次いで，「７千円を超え１万円以下」

が３，４６３人となっている。
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単位（人）

年

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

違反事由

総　数 45,502 39,382 32,661 24,213 20,659

　不法入国 7,454 6,136 5,373 3,867 2,862

　不法上陸 342 253 186 134 164

　資格外活動 1,409 1,153 810 751 542

　不法残留 35,417 31,045 25,503 18,578 15,925
(うち出国命令) (9,695) (8,480) (8,958) (5,181) (4,501)

　その他 880 795 789 883 1,166

不法就労者 36,982 32,471 26,545 18,490 13,913

別表1　　入管法違反事件の推移
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別表２　　不法入国者数の推移

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 単位（人）

総数 7,454 6,136 5,373 3,867 2,862

航空機利用 5,448 4,462 3,880 2,849 2,105

船舶利用 2,006 1,674 1,493 1,018 757
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別表３　　航空機を利用した不法入国者数の国籍（地域）別推移

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 単位（人）
総数 5,448 4,462 3,880 2,849 2,105
フィリピン 1,519 1,301 1,153 1,006 760
中国 1,215 942 698 533 443
タイ 633 471 387 284 192
ペルー 241 261 377 188 119
韓国 318 224 165 141 104
その他 1,522 1,263 1,100 697 487
注）　中国に台湾，香港・その他は含まない。

別表４　　船舶を利用した不法入国者数の国籍（地域）別推移

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 単位（人）
総数 2,006 1,674 1,493 1,018 757
中国 1,195 1,078 950 679 506
韓国 301 254 262 186 166
フィリピン 105 75 84 59 39
イラン 59 46 33 20 16
バングラデシュ 194 127 78 23 13
その他 152 94 86 51 17
注）　中国に台湾，香港・その他は含まない。
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別表５　　不法就労者数の推移

単位（人）

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

総数 36,982 32,471 26,545 18,490 13,913

男性 20,926 19,270 16,522 10,943 7,954
女性 16,056 13,201 10,023 7,547 5,959
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別表６　　不法就労者の年齢別構成

単位（人）
６０歳以上

１５歳
未満

２０歳
未満

２５歳
未満

３０歳
未満

３５歳
未満

４０歳
未満

４５歳
未満

５０歳
未満

５５歳
未満

６０歳
未満

６０歳
以上

総数 2 54 996 2,679 2,660 2,143 1,960 1,537 950 513 419

男性 2 31 494 1,551 1,572 1,243 1,133 898 557 271 202

女性 0 23 502 1,128 1,088 900 827 639 393 242 217

５０歳代２０歳未満 ２０歳代 ３０歳代 ４０歳代
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別表７　　不法就労者の就労期間別構成
単位（人）

６月以下 １年以下 ２年以下 ３年以下 ５年以下 ５年超え 不詳 合計

総数 1,579 1,237 1,422 1,386 2,442 5,490 357 13,913
男性 844 677 770 797 1,381 3,290 195 7,954
女性 735 560 652 589 1,061 2,200 162 5,959

別表８　　不法就労者の就労期間別推移

男性

10.6%

8.5%

9.7%

17.4%

41.4%

2.5%

10.0%

女性

12.3%

9.4%

10.9%

9.9%

17.8%

36.9%

2.7%

総数 11.3%

8.9%

10.2%

10.0%

17.6%

39.5%

2.6%
６月以下

１年以下

２年以下

３年以下

５年以下

５年超え

不詳

8.9%
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10.0%
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別表９　　不法就労者の稼働場所別構成

合計 男性 女性 単位（人）

総  数 13,913 7,954 5,959
1 東京 2,763 1,677 1,086
2 千葉 1,919 1,062 857
3 神奈川 1,663 985 678
4 愛知 1,637 876 761
5 茨城 1,286 840 446
6 埼玉 1,112 680 432
7 大阪 623 356 267
8 群馬 447 252 195
9 静岡 371 176 195
10 長野 297 81 216
11 栃木 278 142 136
12 三重 254 154 100
13 岐阜 189 90 99
14 兵庫 179 116 63
15 山梨 128 61 67
16 京都 63 35 28
17 新潟 61 16 45
18 滋賀 51 30 21
18 福岡 51 31 20
20 広島 31 16 15
21 福井 27 7 20
22 和歌山 25 9 16
23 岡山 24 15 9
24 山口 21 2 19
25 香川 18 5 13
25 沖縄 18 9 9
27 北海道 17 12 5
28 福島 16 10 6
28 石川 16 10 6
30 秋田 12 10 2
30 愛媛 12 4 8
32 富山 11 6 5
33 宮城 8 6 2
34 長崎 7 5 2
35 鹿児島 6 4 2
36 青森 5 3 2
36 徳島 5 3 2
36 熊本 5 1 4
39 奈良 4 3 1
39 大分 4 1 3
41 鳥取 3 1 2
41 島根 3 0 3
43 岩手 2 0 2
43 山形 2 2 0
43 高知 2 2 0
43 佐賀 2 1 1
47 宮崎 1 0 1
48 不定 234 147 87



別表１０　　不法就労者の就労内容別構成

単位（人）

職種 工員
ホステス等接

客業
建設作業者

その他の労務
作業者

ウェイトレス・
バーテン等給仕

その他のサービス
業従事者 その他 総数

全　体 2,809 2,011 1,772 1,527 1,109 961 3,724 13,913

単位（人）

職種 工員 建設作業者
その他の労務

作業者
農業従事者 調理人

ウェイトレス・
バーテン等給仕 その他 総数

男　性 1,869 1,750 1,173 554 509 417 1,682 7,954

　 単位（人）

職種
ホステス等接

客業 工員
ウェイトレス・

バーテン等給仕
その他のサービ

ス業従事者
その他の労務

作業者 皿洗い その他 総数

女　性 1,891 940 692 582 354 303 1,197 5,959

全　体 20.2%

14.5%

12.7%11.0%
8.0%

6.9%

26.8%

工員 ホステス等接客業 建設作業者

その他の労務作業者 ウェイトレス・バーテン等給仕 その他のサービス業従事者

その他

男　性 23.5%

22.0%

14.7%
7.0%

6.4%

5.2%

21.1%

工員 建設作業者 その他の労務作業者

農業従事者 調理人 ウェイトレス・バーテン等給仕

その他

女　性
31.7%

15.8%
11.6%

9.8%

5.9%

5.1%

20.1%

ホステス等接客業 工員 ウェイトレス・バーテン等給仕

その他のサービス業従事者 その他の労務作業者 皿洗い

その他



別表１１　　不法就労者の報酬（日額）別構成
単位（人）

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 総数
全体 537 2,902 5,401 3,463 348 653 609 13,913
男性 181 1,288 3,225 2,411 189 319 341 7,954
女性 356 1,614 2,176 1,052 159 334 268 5,959

別表１２　　不法就労者の報酬（日額）別推移

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 合計
平成２１年 653 4,140 12,733 7,132 644 484 759 26,545
平成２２年 661 3,487 7,945 4,739 394 682 582 18,490
平成２３年 537 2,902 5,401 3,463 348 653 609 13,913

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 合計
平成２１年 2.5 15.6 48.0 26.9 2.4 1.8 2.9
平成２２年 3.6 18.9 43.0 25.6 2.1 3.7 3.1
平成２３年 3.9 20.9 38.8 24.9 2.5 4.7 4.4

全体

24.9%

20.9%

38.8%

4.7%

2.5%

3.9%4.4%
３千円以下
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不詳
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4.0%
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